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「柔道整復師の施術に係る療養費について」の一部改正について 

 

「柔道整復師の施術に係る療養費について」（平成 22年５月 24日付け保発 0524第

２号厚生労働省保険局長通知）について、令和６年 12 月２日に現行の健康保険証の

発行が終了することに当たっては、オンライン資格確認（資格確認限定型）又は資格

確認書等によって、患者に療養費を受領する資格があることを確認する必要があるた

め、その一部を別紙のとおり改正し、同年 12 月２日から適用することとしたので、

貴管下の関係者に周知を図るとともに、円滑に取り扱われるよう御配慮願いたい。 
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「柔道整復師の施術に係る療養費について」（平成 22 年５月 24 日付け保発 0524 第２号） 

 

○別添１別紙の一部を次の表のように改正する。 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

別紙 

 

第１章・第２章 （略） 

第３章 保険施術の取扱い 

 

16・17 （略） 

 

（受給資格の確認等） 

18 受給資格の確認等については、以下に定めるとおりとするこ

と。 

 ⑴ 丁は、患者から施術を求められた場合は、オンライン資格

確認又はその者の提出若しくは提示する資格確認書（健康保

険被保険者受給資格者票、健康保険被保険者特別療養費受給

票、船員保険被扶養者証を含む。以下同じ。）等によって療養

費を受領する資格があることを確認すること。 

ただし、緊急やむを得ない事由によって当該確認を行うこ

とができない患者であって、療養費を受領する資格が明らか

なものについてはこの限りでないが、この場合には、その事由

がなくなった後、遅滞なく当該確認を行うこと。 

 ⑵～⑷ （略） 

 

19～25 （略） 

 

第４章～第 10章 （略） 

別紙 

 

第１章・第２章 （略） 

第３章 保険施術の取扱い 

 

16・17 （略） 

 

（受給資格の確認等） 

18 受給資格の確認等については、以下に定めるとおりとするこ

と。 

 ⑴ 丁は、患者から施術を求められた場合は、オンライン資格

確認又はその者の提出する被保険者証（健康保険被保険者受

給資格者票、健康保険被保険者特別療養費受給票、船員保険

被扶養者証を含む。以下同じ。）によって療養費を受領する資

格があることを確認すること。 

ただし、緊急やむを得ない事由によって当該確認を行うこ

とができない患者であって、療養費を受領する資格が明らか

なものについてはこの限りでないが、この場合には、その事由

がなくなった後、遅滞なく当該確認を行うこと。 

 ⑵～⑷ （略） 

 

19～25 （略） 

 

第４章～第 10章 （略） 

 

 

（別紙） 
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○別添２の一部を次の表のように改正する。 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

受領委任の取扱規程 

 

第１章・第２章 （略） 

第３章 保険施術の取扱い 

 

16・17 （略） 

 

（受給資格の確認等） 

18 受給資格の確認等については、以下に定めるとおりとするこ

と。 

 ⑴ 施術管理者は、患者から施術を求められた場合は、オンラ

イン資格確認又はその者の提出若しくは提示する資格確認書

（健康保険被保険者受給資格者票、健康保険被保険者特別療

養費受給票、船員保険被扶養者証を含む。以下同じ。）等によ

って療養費を受領する資格があることを確認すること。 

   ただし、緊急やむを得ない事由によって当該確認を行うこ

とができない患者であって、療養費を受領する資格が明らか

なものについてはこの限りでないが、この場合には、その事

由がなくなった後、遅滞なく当該確認を行うこと。 

 ⑵～⑷ （略） 

 

19～25 （略） 

 

第４章～第 10章 （略） 

受領委任の取扱規程 

 

第１章・第２章 （略） 

第３章 保険施術の取扱い 

 

16・17 （略） 

 

（受給資格の確認等） 

18 受給資格の確認等については、以下に定めるとおりとするこ

と。 

 ⑴ 施術管理者は、患者から施術を求められた場合は、オンラ

イン資格確認又はその者の提出する被保険者証（健康保険被

保険者受給資格者票、健康保険被保険者特別療養費受給票、

船員保険被扶養者証を含む。以下同じ。）によって療養費を受

領する資格があることを確認すること。 

   ただし、緊急やむを得ない事由によって当該確認を行うこ

とができない患者であって、療養費を受領する資格が明らか

なものについてはこの限りでないが、この場合には、その事

由がなくなった後、遅滞なく当該確認を行うこと。 

 ⑵～⑷ （略） 

 

19～25 （略） 

 

第４章～第 10章 （略） 

 


